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1．はじめに
日本では，毎日と言ってよいほどどこかで地

震が起きており，周期的に大きな地震が起きる。
2011年の東日本大震災は，東北地方太平洋沖地
震で発生した巨大津波がもたらした甚大な災害で
あった（図1）。その他にも熊本地震，鳥取中部
地震，北海道胆振東部地震等の大きな地震が発生
している。また，毎年，台風が襲来し，暴風によ
る風倒害や大雨による水害が発生している。近年
では，温暖化の影響が大きいと考えられている線
状降水帯による豪雨が毎年のように発生するよう
になってきた。これらの自然災害に加え，火災も
日常的に起きている。2019年10月の首里城正殿
の焼失は記憶に新しい。
「防災」という概念は，「減災」，「救援」，「復旧」

という3つのプロセス全体をさす言葉となってい
る（図2）。この3つのプロセスを経て，災害に対
してより強靭な社会を作っていこうというのが

「防災」の考え方である1）。
災害2）により多くの文化財も被災する。平成30

年に文化財保護法が改正され，都道府県が文化財
保存活用大綱を策定し，それを受けて市町村が文
化財保存活用地域計画を策定できるようになっ

た。これらには文化財の防犯・防災についても記
載することが求められている。地域社会総がかり
で地域の文化財を確実に継承していくことが図ら
れている。また，都道府県，市町村には地域防災
計画も策定されており，制度の充実が図られてき
ているといえよう。本稿では，文化財の防災の現
状を紹介するとともに，今後，取り組んでいかな
ければならない課題について言及していきたい。

2．災害による文化財の被害
自然現象で生じる文化財への被害としては，ま

ず物理的な破壊があげられる。平成28年（2016
年）熊本地震では，熊本城の北十八間櫓等の重要
文化財13棟が倒壊，一部倒壊，屋根・壁が破損
した他，熊本県内の多くの石橋等の構造物に崩
壊，崩落，亀裂の被害が生じた。また，熊本県に
は多くの装飾古墳が存在しているが，石材を積ん
で作られた石室が崩落の危機に瀕しているものや
墳丘に大規模な亀裂を生じているものがある。建
造物や石製の構造物とは異なり，古墳の復旧作業
は困難を極めている状況にある。また，博物館や
美術館あるいは個人宅に収蔵・展示されている美
術工芸品や民俗文化財等には，落下や転倒等によ

図１　�東日本大震災の巨大津波により破壊された町（石巻
文化センター階上より撮影）

図2　防災の概念
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る破壊が生じている。物理的な破壊は地震だけで
はなく，豪雨や土石流によっても生じる。

次にあげられる被害としては水損被害がある。
東北地方太平洋沖地震で発生した巨大津波は多く
の文化財に水損被害をもたらした（図3）。また，
九州北部豪雨や西日本豪雨でも文化財に深刻な水
損被害が生じている。文化財の水損被害は豪雨に
よってもたらされるだけではない。地震によって
建造物の屋根等が損傷して雨漏りが起き，結果と
して屋内の文化財に水損が生じる場合もある。ま
た，火災の場合，焼損してしまうという取り返し
のつかない被害に加え，消火活動による水損も生
じる。多くの災害において，文化財の水損被害は
常に生じやすいということができよう。

水損被害を受けた文化財の中でも，紙や木材な
どの有機質材料から構成される文化財はカビ等に
よる腐朽，腐敗が生じ，金属で構成される文化財
はさびることにより深刻なダメージを受けやすい

（図4）。

上述の文化財の被害は，有形の文化財に関する
ものであるが，大規模な災害により無形の文化財
も危機にさらされる。災害により伝統的技術や技
能を持つ方の人命が失われることで継承が不可能
になることがある。さらに，被災地に再び居住す
ることが困難となり，継承する側，引き継ぐ側と
もにその地域に戻ることができず，地域の祭や習
わしが途絶える事態も生じる。祭をおこなうため
の「道具」が失われることで，祭ができなくなる
こともある。物質的な存在である有形の文化財だ
けでなく，地域の文化を形成している大切な無形
の文化財が災害によって大きな被害を受けること
で，地域コミュニティの崩壊につながるというこ
とを忘れてはいけない。

3．被災文化財の救援
災害により被災した文化財をどのように救援

するかは，文化財の種類，文化財を構成している
材料，損傷の程度によって対応が分かれてくる。
有形の文化財のうち，建造物については，まず専
門家による被害状況の調査がおこなわれ，所有者
又は管理団体からの要請に応じて，応急措置や復
旧に向けた技術的支援等がおこなわれる。建造
物の復旧には大きな予算が必要となることから，
被害状況の調査によりPDNA（Post Disaster 
Needs Assessment，災害後復興ニーズ評価）が
おこなわれ，被害総額と修復に要する費用が算定
される。

被災した不動産の文化財の中でも最も困難な
状況にあるのが，古墳である。石室が崩落の危機
にある場合，墳丘を破壊して石室を組みなおすの
か，内部に支保工を設置して崩落を抑制するの
か，あるいは何もしないのか等に対して，どのよ
うな基準で選択していくかについては，議論を尽
くしていく必要がある。しかしながら，そうこう
しているうちに石室の崩落が進行することも懸念
される。地震により被災した古墳の救援について
対策を検討することは，喫緊の課題である。

いっぽう，同じ有形の文化財でも動産文化財で
ある美術工芸品等の多くは，有機質の材料や金属
から構成されており，水損している場合において
は，先述したような腐朽，腐敗，腐食といった劣

図3　�東日本大震災の津波により水損した収蔵品
（石巻文化センター収蔵庫）

図4　水損しカビが発生した紙資料
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化が急速に進行する。したがって，できる限り迅
速な救援を要するものであるが，発災直後，市町
村の文化財保護部局の担当者は避難所の設営や運
営等に従事せざるを得ず，被害状況の確認もでき
ないという現実がある。また，被災者の感情を考
えると，発災直後の深刻な被害状況の中で，所有
者に対して個人の「財産」である文化財について
言及することは，慎重にならなければならない。

水害等により大きな被害が出ると，まずはがれ
きの撤去作業が開始される。古い民家等には近世
近代の文書が残されていることもあるものの，こ
のような大規模な災害で水損し泥だらけになった
文書はがれきとともに廃棄されることもある。ま
た，襖等の下張りに文書が反故紙として使われて
いることもある。がれきの撤去は発災直後から開
始されるため，これらの文書類の滅失をできる限
り防ぐため，史料ネットワークでは，「文書類を

廃棄する前に連絡をしてほしい」というチラシを
配布したり，ネット上での声掛けをおこなってい
る。場合によっては，所有者からの連絡を受け，
水損した文書や襖等を引き取りに行くなどの活動
もおこなっている。

水損した文化財に対する応急処置としては，い
かに腐朽，腐敗，腐食を起こさせないようにする
かということが重要なポイントとなる。単純には
いち早く乾燥した状態にすれば腐朽，腐敗，腐食
を防ぐことはできるが，水損した資料が大量にあ
る場合，乾燥する場所と人員の確保をしなければ
ならない。また，乾燥した資料を一時的に保管す
るための場所も必要となってくる。

水損被害を受けた文化財の中でも，数量的にも
多く，また，水損状態できわめて脆弱な資料であ
る紙資料に対して行われる応急処置について紹介
する（図5）。水損した紙資料の量が比較的少な

図5　水損した紙資料の応急処置フローチャート
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く，乾燥とクリーニングに必要な人員および作業
場所を確保できる場合，水損した紙資料を回収し
てすぐに乾燥とクリーニングの処置に入ることが
できる。しかしながら，その量が人員や作業場所
のキャパシティを超えているような場合には，一
時的に腐朽や腐敗をとめるために，冷凍保管する
ことが望ましい。ただし，絵画のように彩色に膠
が使われているような場合，冷凍することによっ
て膠が固くなりすぎて彩色の剥落が生じることが
あるため，このような文化財は冷凍せずに，すぐ
に専門家の手に委ねることが必要である。冷凍保
管した紙資料は，適宜，処置できる量を解凍して
風乾し，クリーニングを進めることができる。き
わめて大量に水損資料があり，しかも短期間に乾
燥状態に移行させる必要がある場合，大型の真空
凍結乾燥機を使って一気に乾燥することも可能で
ある（図6）。

乾燥した状態に移行させた紙資料は，状態と
しては安定してはいるが，泥や場合によってはカ
ビが汚れとして付着していることがある。これら
の汚れを除去するには，再度，湿らせて湿式でク
リーニングする方法と乾燥した状態でクリーニン
グをする方法（ドライクリーニング）がある（図
7）。ドライクリーニングにあたっては，カビの
胞子や微細な粉塵等が飛散するため，換気と防護
服，マスク，ゴーグル，およびゴム手袋による防
御が必要である。カビの中には吸引するときわめ

て深刻な健康被害を引き起こすものもあるため，
作業服は他のものと一緒に洗濯しないなどの注意
も必要である。

いっぽう，襖や屏風などのように木製の枠構造
に紙や絹が貼られている場合，急激に乾燥をする
と，紙や絹の乾燥速度と木材の乾燥速度の違いに
より，紙や絹が裂けてしまうこともある。このよ
うなものはできるだけゆっくりと乾燥させなけれ
ばならない。

また，金属が材料として用いられている文化財
の場合，できるだけ早く乾燥させる必要がある。
しかしながら，多くの場合，絹や布，紙，木材と
いった有機質の材料と一緒に構成されており，そ
の取り扱いは専門家の指示にしたがい，それぞれ
の材料の状況を見極めながら進める必要がある。

4．文化財を災害から守る
防災という概念は，減災，救援および復旧と

いう3つのプロセスからなると先述した。この中
で減災は文化財に被害が及ばないようにするとい
うことである。文化財が所在している場所におい
て，危機の予測とその危機から発生する被害の予
防をおこなうことになる。文化財が被災しないよ
うな管理体制を確立していくことがひとつの減災
のあり方として考えられる。

まず初めに，文化財の保管場所や展示場所の状
況と起こり得る災害を把握しておくことが重要と
なる。災害を想定することができれば，その被害
をいかに避けるかあるいは低減するかについて対

図7　被災紙資料のドライクリーニング

図6　�大型真空凍結乾燥機を用いた水損紙資料の乾燥
（奈良文化財研究所）
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策を考えることが可能となる。減災は，日常の文
化財の保存管理の中に位置づけられるべきもので
ある。文化財の保管方法や展示方法についても，
様々な工夫をすることにより文化財を災害による
破壊から守ることができる。テグスで固定すると
いうほんのちょっとした工夫で転倒による破壊を
防ぐこともできる。

救援は，被災した文化財を出来るだけ早く回
収し，応急処置をほどこすことである。救援にあ
たっては，回収した文化財の緊急避難場所を確保
することが大きな課題となる。災害発生時には，
人命救出とライフラインの復旧が最優先となる。
そのような状況の中で，被災した文化財を避難さ
せる場所の確保には，様々な工夫が必要となる。

文化財の避難作業には，ボランティアから専門
的知識や技術を有する専門家まで，様々な人材が
必要となる。特に専門家には，緊急時の被災地に
おける文化財の取り扱い方や認識，あるいは，応
急処置についての知識等が要求される。救援は発
災時の行動であるが，応急処置法のトレーニング
等は日常的におこなっておくことで，災害時に迅
速な対応をとることが可能となる。

復旧は，地域の文化の復興と災害の記憶の継承
をしていくことである。この段階になって被災し
た文化財を被災前の状態にできるだけ復旧させる
ための本格的な処置がおこなわれることになる。

ここで問題となるのは，文化財の本格的な修復に
要する費用や方法をどう調達するかということで
ある。さらにその上で，コミュニティの回復を考
える必要もある。復旧にあたっては，被災した文
化財の持っている価値や使命を認識しなければな
らない。

5．文化財防災センターの役割
東日本大震災の文化財レスキュー事業以降，平

成26年度から国立文化財機構では，新たに文化
財防災ネットワーク推進事業（文化庁文化芸術振
興費補助金，美術館・歴史博物館充填分野推進
支援事業）に取り組んできた。この事業では，東
日本大震災の文化財レスキュー事業で培われた多
くの関係機関とのネットワークである文化遺産防
災ネットワーク推進会議（表1，現在，25団体か
ら構成）の枠組みを活かして我が国の文化財防災
体制の構築を図るとともに，地域の文化財防災体
制の確立や救援活動に関する研修等を実施してき
た。7年間の補助金事業により培われた成果を活
かし，さらに多様な文化財の防災のための調査研
究及び連携協力に取り組むべく，令和2年10月1
日に常設の組織として国立文化財機構に文化財防
災センターが設立されることとなった。

文化財防災センターは，国立文化財機構本部の
一組織に位置づけられている（図8）。発災後の

表１　文化遺産防災ネットワーク推進会議参画団体

・独立行政法人 国立文化財機構 ・全国歴史資料保存利用機関連絡協議会

・独立行政法人 国立美術館 ・全国大学博物館学講座協議会

・独立行政法人 国立科学博物館 ・特定非営利活動法人 宮城歴史資料保全ネットワーク

・大学共同利用機関法人 人間文化研究機構（※） ・歴史資料ネットワーク（※）

・国立国会図書館 ・特定非営利活動法人 西日本自然史系博物館ネットワーク

・独立行政法人 国立公文書館 ・全国歴史民俗系博物館協議会

・公益財団法人 日本博物館協会（※） ・大学博物館等協議会

・公益財団法人 日本図書館協会 ・公益財団法人 文化財保護・芸術研究助成財団

・全国科学博物館協議会 ・特定非営利活動法人 文化財保存支援機構

・一般社団法人 文化財保存修復学会 ・日本民具学会

・一般社団法人 日本考古学協会 ・九州・山口ミュージアム連携事業実行委員会

・日本文化財科学会 ・一般社団法人 国宝修理装潢師連盟

・一般社団法人 全国美術館会議（※）

25団体（2020年10月1日現在）
（※）は参画団体幹事

文化財防災の現状と課題
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レスキュー活動においては保存科学が担う役割が
大きいことから，保存科学の研究組織をもつ東京
文化財研究所と奈良文化財研究所をそれぞれ東日
本ブロックの中核拠点と西日本ブロックの中核拠
点とした。東日本において災害が発生した場合に
は，東京文化財研究所が，西日本において災害が
発生した場合と首都直下型地震による災害の場合
には奈良文化財研究所が前線基地となる。また，
令和4年度には文化庁が京都に移転することを考
慮して，緊急時の文化庁との連絡調整の重要性か
らセンターの本部を奈良文化財研究所の施設の中
に設置した。

文化財防災センターはセンター長1名と副セン
ター長1名（それぞれ奈良文化財研究所と東京文
化財研究所から併任），研究職9名と事務職1名
からなる。このうち研究職6名は東京文化財研究
所（2名），奈良文化財研究所（2名），東京国立
博物館（1名）及び九州国立博物館（1名）に配置
される。また，2つの文化財研究所と4つの国立
博物館の中に文化財防災プロジェクトチームが作
られ，各施設の職員が文化財防災センターに併任

して文化財防災に関する事業を補佐することで，
機構全体として事業に取り組んでいく体制として
いる。

文化財防災に関する事業の実施にあたり，文
化庁と定期的な会議を通して情報共有を図るとと
もに密接な連携をとっていくこととしている。ま
た，文化遺産防災ネットワーク推進会議，文化遺
産防災ネットワーク有識者会議，地方公共団体，
大学等の研究機関や国際機関とも連携協力してい
くことで，我が国の文化財防災の体制をより強固
なものとして確立することを目指している。

文化財防災センターでは，文化財保護法に記載
されている多様な分野の文化財を災害から守る体
制を作るため，次の3つの使命を掲げている。

1）	 文化財が被害にあわないようにする，い
わゆる「減災」の取り組み

2）	 被災した文化財をできる限り迅速に救援
するための「体制づくりと技術開発」

3）	 実際に災害が発生した時に実施される被
災文化財の「救援活動に対する支援」

1） の「減災」は災害により被災する文化財をな

図8　文化財防災センターの事業体制

文化財の虫菌害80号（2020年12月）
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くすというものであり，これは文化財防災の究極
の目標ともいえるものである。収蔵や展示におけ
る地震対策，水損対策，防火対策等，短期的に取
り組む簡便な応急対策から施工を伴う高度な対策
まで幅広くその開発に取り組んでいく必要があ
る。ともすると，装置に依存しがちであるが，電
源を必要とする装置の場合には，災害時に電源が
失われると全く機能しないばかりか，逆に二次被
害を発生してしまうこともある。電源喪失時の
ことも念頭に「減災」を考えていく必要があろう。
しかしながら，それでも文化財の種類とそれらが
存在している環境の多様性を考えると，現実には
被災する文化財をゼロにすることはきわめて困難
である。

そこで，次に重要となるのが2） の「体制づく
りと技術開発」というミッションになる。先述し
たように平成30年に文化財保護法が改正され，
都道府県が文化財保存活用大綱を策定し，市町村
が文化財保存活用地域計画を策定できるように
なった。この「大綱」と「地域計画」では，文化財
の防犯・防災についても記載することが求められ
ている。また，都道府県と市町村には地域防災計
画が策定されている。これらの関係法令が有機的
に機能することで，災害時に迅速な文化財の救援
が実施されることが期待される。そのためには，
これらの関係法令の運用についてのマニュアルや
文化財の種類に応じた活動ガイドラインを整備し
ていくとともに，地域における活動体制の構築も
必要となる。また，安価で誰にでもできる被災文
化財の応急処置技術を開発することも，迅速な被
災文化財の救援につながるものである。

以上の2つのミッションは，国立文化財機構に
ある文化財防災センターとして日常業務として
取り組んでいくミッションである。これに対し，
3） の「救援活動に対する支援」のミッションは，
実際に災害が発生した時に実施される業務であ
る。文化財防災センターでは大規模な災害が発生
した場合，文化遺産防災ネットワーク推進会議の
幹事団体と文化庁とで緊急に協議をおこない，被
災文化財の救援を支援することにしている。具体
的には，被災した地域の地方公共団体や史料ネッ
トワーク等から情報を収集，共有するとともに，

文化遺産防災ネットワーク推進会議の参画団体と
の情報共有と必要に応じた救援依頼をおこなう災
害対策本部事務局としての機能を果たす。また，
発災直後には文化財を救援するための物資の調達
等が被災地では困難となることから，必要となる
物資の供給等の初動の活動支援，技術的援助や専
門家派遣等をおこない，被災した文化財の損傷を
できる限り小さくすることを目指している。国立
文化財機構に文化財防災センターが常設されたこ
とで，この3つめのミッションをセンターのミッ
ションとして位置付けることができたことはきわ
めて画期的なことであるといえよう。

この3つのミッションを達成するために，さ
らに5つの事業の柱，①地域防災体制の構築，②
災害時におけるガイドライン等の整備，③レス
キューおよび収蔵・展示における技術開発，④普
及啓発，⑤文化財防災に関係する情報の収集と活
用，を設定した。5つの事業の柱に取り組むこと
により，上述の3つの使命を果たしていきたい。

6．おわりに
頻発する地震，地球温暖化によると考えられ

る気候変動により文化財が被災する事例が増えて
いる。我が国の文化財防災については取り組むべ
き課題が山積している。関係諸機関との連携を強
め，我が国の文化財防災のレベルを上げる努力を
していかなければならない。

《註》
1）	 2014年に開催された「第3回国連防災世界会議」にお

いて採択された「仙台防災枠組」の中で示された防災の
概念である。

2）	 京都大学防災研究所編『防災学講座 第4巻 防災計画
論』（山海堂）では，「自然現象や人為的な原因によって，
人命や社会生活に被害が生じる事態」となっている。
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